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背景 – 日本における海産物被ばくの重要性

• 食物摂取による内部被ばく

- 世界： 年間0.29 mSv
- 日本： 年間0.99 mSv

↑
 海産物を多く摂取する食文化

• 海産物摂取による内部被ばく

- 世界： 30%-40%が海産物由来

- 日本： -80%?
↓

日本人にとって

海産物摂取による内部被ばくは重要 0%
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背景 – 1F事故の影響

• 東京電力福島第一原発(1F)事故の影響
- 海洋への放射性核種の流出 + 処理水放出→関心が高まっている

- 天然核種 vs 事故由来核種

- 事故前 vs 事故後

• 1F事故前後

• 天然・事故由来核種

• 東北地方の一般成人

• 出荷制限を考慮

同じ対象者での比較の例がない

海産物摂取による内部被ばく線量評価
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方法 – 被ばく線量の計算

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )

• 𝑝𝑝：評価期間(4期間)
- 事故前10年間、事故後1年間、事故1-3年後、事故3-10年後

• 𝑓𝑓：食品グループ(5グループ)
- 魚、甲殻類、貝類、頭足類、海藻類

• 𝑟𝑟：放射性核種(23核種)
- 1F事故由来核種 (90Sr, 110mAg, 131I, 134Cs, 137Cs, 239,240Pu)

- その他の人為起源核種 (3H, 60Co, 99Tc, 129I, 241Am)

- 天然核種 (210Pb, 212Pb, 210Po, 224Ra, 226Ra, 228Ra, 228Th, 230Th, 232Th, 234U, 235U, 238U)
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MARIS (Marine Radioactivity Information System)
• 海洋環境放射能データベース

• IAEAが運用(2005-) 
→ 共同研究で大規模な整備

• オープンアクセス

• データ検索・ダウンロード

• 公開された論文、報告書等から収集

https://maris.iaea.org/home

方法 – 放射能データ

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )

• MARISからデータ取得

抽出

• 生物データ数：230,000 → 105,000データ使用 出荷制限を反映

https://maris.iaea.org/home
https://maris.iaea.org/home
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方法 – 摂取量データ

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )

• 国民健康・栄養調査からデータ取得
• 対象

- 東北地方
- 20歳以上
- 2016年 (大規模調査)



7

方法 – 摂取量データ

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )

• ICRP Pub. 119から取得
• 成人
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頻
度

方法 – 摂取量データ

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )

• モンテカルロ法
• 放射能の分布、摂取量の分布から10,000データ

頻
度

10,000セット 10,000セット 10,000人分

放射能(Bq/kg)
対数正規分布を仮定

摂取量(kg/yr)
正規分布を仮定

魚137Cs

被ばく線量(Sv/yr)

頻
度

魚

魚210Po
魚131I
魚134Cs

貝類
甲殻類
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①データ密度の差

• 福島周辺のデータが9割以上 → 実際の漁獲エリアと異なる

②ヨウ素131データ

• 半減期約8日 → 迅速測定(検出下限値が高い) → 過大評価

③不検出(ND)データ

• スクリーニング目的 → 7割以上ND → NDデータの処理方法?
過大評価・過小評価

課題 – 事故由来核種の放射能データ

被ばく線量𝑝𝑝
(Sv/yr) = �

𝑓𝑓,𝑟𝑟

放射能𝑓𝑓,𝑝𝑝,𝑟𝑟
(Bq/kg)

摂取量𝑓𝑓
(kg/yr)

線量換算係数𝑟𝑟
(Sv/Bq)* *( )
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①データ密度の差

課題 – 放射能データの取扱い①
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26%
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→ 漁業権水域で分割

→ 各水域の生産量の割合で重み付け

宮城・茨城
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北西太平洋

宮城・茨城

2011年～2020年の海産物中137Cs放射能データの空間分布。出荷制限対象魚種のデータを含む。
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②ヨウ素131データ

検出限界 10 Bq/kg程度

→ 131Iと137Csが両方検出されたデータの131I/137Cs経時変化を取得

→ 137Cs放射能とサンプリング時期から131I放射能を推定

課題 – 放射能データの取扱い②
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• NDデータを除外する → 過大評価

• NDデータを検出下限値とみなす → 過大評価

• NDデータを0とみなす → 過小評価

各期間・食品グループ・核種における

NDの割合に応じて処理 (WHO (2007))

60%未満：  検出下限値とみなす

NDの割合が        60%-80%： 検出下限値の1/2とみなす

80%以上：  検出下限値の1/4とみなす

→ 極端な過大評価、過小評価を抑制

③不検出(ND)データ

e.g. 1F事故由来核種のNDデータ数：57288 / 80586 (71%)

課題 – 放射能データの取扱い③
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• 事故直後に上昇
(95th%で19 µSv/yr)

• 事故3-10年後には事故前のレベル
に減少(95th%で2.0 µSv/yr)

結果と考察 – 事故由来核種からの内部被ばく
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結果と考察 – 事故由来核種からの内部被ばく
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海産物摂取量の割合

• 海産物の寄与

- 全期間：魚の寄与大

・・・魚の摂取量に起因

- 事故後1年間：海藻類の寄与大

・・・海藻類の131I放射能に起因

(海藻類はヨウ素が豊富)
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結果と考察 – 事故由来核種からの内部被ばく

• 核種の寄与

- 事故後1年間 ：131I, 134Cs, 137Cs
半減期8日, 2年, 30年

- 事故1-3年後  ：134Cs,137Cs
- 事故3-10年後：137Cs

↓
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事故初期は半減期が短く被ばくへの

影響が大きい131I, 134Csに注意

事故初期の海藻類の摂取制限が有効
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• 評価期間による違いなし
(事故の影響はほとんど見えない)

• 50th%で330 µSv/yr程度

• 95th%で1100 µSv/yr程度

結果と考察– 全核種からの内部被ばく
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結果と考察– 全核種からの内部被ばく

• 事故後1年間、95th%値

• 天然核種：98% (うち210Po：74%)
• 事故由来核種：1.7%

↓
• 事故直後であっても事故の影響は

比較的小さい

事故由来

その他人為起源

その他天然

• 事故後1年間、95th%値

• 魚：62% ←摂取量に起因

74%4%
3%

6%
13%

摂取量の割合
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まとめと今後の予定

• 海産物摂取による内部被ばく線量を評価。

- 事故前 vs 事故後

- 天然核種 vs 事故由来核種

• 事故後1年間、95th%値

- 全核種：1115 µSv
- 天然：        98% (1095 µSv)
- 事故由来：1.7%     (19 µSv)

• 今後の予定

- より高く被ばくする集団の評価(幼児、漁業者等)
- 出荷制限の効果の評価

事故の影響は比較的小さい。
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